第17　森林・林業振興対策の強化に関する要望

　我が国の林業をめぐる環境は、担い手の減少や採算性の悪化により生産活動が停滞するという厳しい状況にあり、これに伴い、下草刈りや間伐が行われない森林が増加し、森林機能が著しく低下している。

このような状況の中で、森林の有する自然災害防止、国土保全、水源涵養、二酸化炭素の吸収といった多面的機能を恒久的に発揮させ、林業を活性化することが強く求められており、森林の適正な整備・保全、林業の持続的な発展、山村の振興など総合的な森林・林業施策を展開することが極めて重要である。

　よって、下記事項の実現を図るよう強く要望する。

記

１　森林・林業施策の推進

　⑴　森林・林業基本計画に即し、森林の多面的機能の発揮に関する目標、木材の供給・利用の目標の達成に向けて、森林・林業施策を総合的に推進すること。

　⑵　炭素吸収源としての森林の機能確保を図るとともに、森林・林業対策を強化するため、温暖化対策税等の新たな財源を創設するなど国民的支援の仕組みを構築すること。

２　森林整備の促進及び森林保全の確保

⑴　市町村森林整備計画を円滑に実施するために十分な財政措置を講じること。また、地域の実態に即した土地利用の調整を図るため、保安林の指定等に関する権限を市町村に移譲すること。
⑵　健全な森林を維持するため、森林整備保全事業計画に即した総合的な森林整備事業及び治山事業を展開すること。

　　また、間伐対策については、「緊急間伐５カ年対策」の次期計画を早急に策定し、計画的な間伐を実施すること。

⑶　自然災害の防止、水源の涵養など国土保全を図るため、保安林の指定を推進するとともに、森林保全を計画的に実施すること。
⑷　森林病害虫、野生鳥獣等による森林被害を根絶するため、広範な防除対策を積極的に実施すること。

３　地域林業の体質強化

⑴　持続的かつ健全な林業経営体を育成するため、林業・木材産業構造改善事業を推進するとともに、金融・税制上の支援措置等の経営基盤強化対策を拡充すること。
⑵　林業就業者の育成・確保に関する対策を拡充すること。

また、期限切れとなる緊急地域雇用創出特別交付金事業を制度化し、緑の雇用担い手育成対策事業を促進すること。

⑶　地域林業の中核的役割を担う森林組合の健全な育成を図るため、組織体質及び経営基盤の強化を推進すること。

４　林産物の安定的供給

⑴　木材産業の事業基盤を強化し、国際競争力のある国産材の供給体制を整備するため、木材産業の構造改革及び地域材の加工流通拠点施設の整備を促進すること。

⑵　国産材の需要拡大及び価格の安定を図るため、国産材の使用促進や新規需要の開拓などの施策を促進するとともに、流通対策を強化すること。

５　山村の振興

⑴　山村を活性化し、豊かな山村社会の形成に資するため、期限切れとなる山村振興法を延長すること。
⑵　山村と都市の共生・対流を促進し、山村の活性化に寄与するため、里山林の再生・整備・利用を推進すること。

６　国際交渉への取組の強化

　　ＷＴＯ交渉やＦＴＡ（自由貿易協定）交渉に当たっては、国内林業の経営に大きな影響が生じないよう配慮すること。
また、外材の輸入増加によって国内林業に深刻な影響が生じる場合には、セーフガード（緊急輸入制限措置）を迅速かつ円滑に発動すること。
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